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研究成果の概要（和文）：本研究では、障害のある人たちに注目し、戦後日本において彼ら・彼女たちがいかに
政治的影響力を行使しようとしてきたのかを検討した。具体的には、障害のある有権者、障害者団体、障害のあ
る議員という各アクターが、どの程度、どのように政策過程への参加・参画してきたのかを検討した。分析の結
果、有権者レベルでは障害を理由として投票に参加したくてもできない有権者が一定数存在すること、団体レベ
ルでは障害の種別（知的障害、精神障害、身体障害）と党派性を超えた連携が2000年代以降に進んだこと、また
議員レベルでは戦後一貫して障害のある国会議員が存在しており、障害者政策の推進に寄与してきたことを明ら
かにした。

研究成果の概要（英文）：This study examined people with disabilities as a case study of minority 
groups and investigated that group’s efforts to exert political influence in post-war Japan. 
Specifically, the study explored the extent and manner in which disabled voters, organizations 
representing people with disabilities, and legislators with disabilities have engaged in the 
policymaking process. Analysis revealed that (1) voter-participation levels were not generally low, 
(2) cooperation across disability categories (intellectual, mental, and physical disabilities) and 
partisan lines among disability organizations has increased since the 2000s, and (3) there has been 
a consistent presence of legislators with disabilities since the post-war period, contributing to 
the advancement of disability policies. Additionally, (4) since the end of World War II the presence
 of parliamentarians with disabilities has furthered the promotion of disability policies at the 
parliamentary level.

研究分野： 政治過程論

キーワード： 政治過程論　日本政治　ジェンダー　マイノリティ　障害者　政治参加　政治参画

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
マイノリティ集団が政治的な影響力を行使する過程を明らかにすることによって、マイノリティの社会的包摂を
政治課題とする日本を含めた各国に実効的な政策を提言することができる。また、マイノリティ集団に関する包
括的な調査データが収集・公開されることより、 当該研究分野の活性化・促進が期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
グローバル化の進展と冷戦の終結によって社会の統合力は弱まり、マイノリティの社会的包

摂や権利の実現が切実な政治問題となっている。このような社会・政治的な変化を受け、学術的
には、その社会・政治的状況(所得と雇用機会の格差、政治的・社会的排除の実態)とその帰結(マ
イノリティに関わる団体の増加、社会運動の活発化など)といった側面において、女性、人種・
民族、LGBTQ などの性的マイノリティ、障害者などを対象として、多くの研究成果が提示され
ている。 
 
２．研究の目的 
以上の学術的背景を踏まえ、本研究では、マイノリティの事例として障害者に注目し、戦後日

本において彼ら・彼女たちがいかに政治的影響力を行使しようとしてきたのかを検討した。具体
的には、障害のある有権者、障害者団体、障害のある地方議員・国会議員という各アクターが、
どの程度、どのように政策過程への参加・参画してきたのかを検討した。 
 
３．研究の方法 
本研究では、以下の方法を用いて、障害のある有権者、障害者団体、障害のある地方議員・国

会議員について調査・研究と分析を行った。 
 
（1）障害のある有権者 
障害のある有権者に対して、政治参加の実態を明らかにするためのウェブ調査を実施した。調

査対象は身体障害のある有権者に限定し、配布・回収ともに 2022 年 1 月に実施した。回収数は
256 であった。調査の実査は、株式会社ミライロに委託した。 
 
（2）障害者団体 
旧優生保護法下（1948～1996 年）で障害者やハンセン病患者等に対して実施された強制不妊

手術・子宮摘出の問題に焦点を当て、「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一
時金の支給等に関する法律」（2019 年成立・公布）の成立過程で障害者団体が果たした役割につ
いて、その被害の救済に関わる団体や活動家に聞き取り調査を実施した。 
 
（3）障害のある地方議員に関する調査 
 「マイノリティ集団をめぐる利益の実現過程：日本の社会福祉分野を事例とした実証分析」（研
究期間：2017～2020 年度）で実施した障害のある地方議員に関する調査の分析を行った。調査
の概要は、以下の通りである。 
 
調査名：議員の皆さまへのアンケート 
調査期間：2018 年 1 月～2018 年 3 月 
調査対象：身体障害や精神障害があることを公表されている 29 名の現職議員の方 
調査の方法：郵送またはメールによる配布・回収 
サンプル抽出：全数調査 
回収数：25 名（回収率：86％） 
 
（4）障害のある国会議員に関する調査 
障害のある国会議員については、EU 基本権機関による調査・研究（The right to political 

participation for persons with disabilities: Human rights indicators）に倣い、議員のウェブサイト
やマス・メディアの報道などの情報から、障害のある議員（より正確には、障害があることを広
く公表している議員）を特定し、分析を行った。具体的には、①新聞などマス・メディアの報道、
②ルポタージュや自叙伝などの出版物、③障害者団体の機関紙・団体誌という 3 つの方法で障
害のある議員を確定させた。まず、新聞などマス・メディアの報道（①）については、『朝日新
聞』『日本経済新聞』のデータベース、ルポタージュや自叙伝などの出版物（②）については、
『CiNii Articles』と『Cinii Books』という 2 つのデータベースを検索の対象とした。『CiNii Articles』
と『CiNii Books』の検索でヒットした書籍や雑誌の記事についてはすべて収集し、議員の障害の
有無等について著者自身が判断した。また、障害者団体の機関紙・団体誌（③）として、日本で
は障害の種別ごとに別々に頂上団体が形成されてきたという歴史的な背景を考慮し、障害の種
別ごとに最大規模の団体の機関紙を分析の対象とした。具体的に対象となったのは、身体障害者
の団体としては日本身体障害者団体連合会（1958 年設立）、聴覚障害者の団体としては全日本ろ
うあ連盟（1947 年設立）、視覚障害者の団体としては日本視覚障害者団体連合（1948 年設立）
である。それぞれの団体が発行する『日身連のあゆみ』、『全日本ろうあ連盟 70 年史：社会への
完全参加と平等を目指して 1947-2016』『点字日本 第 500 号記念別冊』を資料として用いた。
なお、言うまでもなく日本には精神障害のある人たちの団体も存在するものの、通時的に検討が



できるような資料が発行されていなかったため、精神障害のある人々について主に①の方法で
把握を試みた。なお、1990 年頃までの国会議員に関する網羅的な資料としては、衆議院・参議
院の編んだ『議会制度百年史/衆議院議員名鑑』と『議会制度百年史 /貴族院・参議院議員名鑑』
がある。しかし、前島英三郎（八代英太）を除いて、障害の有無については記載されていなかっ
たため、本稿では資料としては用いなかった。 
 
４．研究成果 
研究の成果は、以下の通りである。 

 
（1）障害のある有権者の政治参加について 
身体障害のある有権者に対してウェブ調査を行った結果、直近の国政選挙で「投票しなかった」

という回答者のうち、21％が「障害との関係で、行きたくても行けなかった」と回答しているこ
とが示された。また、障害者を含む有権者の投票率向上の方策として、34％の回答者が「インタ
ーネット投票（自宅等でインターネットを通じて投票する方法）」を挙げており、対策の必要が
示唆された。 
 
（2）障害者団体 
旧優生保護法下（1948～1996 年）で障害者やハンセン病患者等に対して実施された強制不妊

手術・子宮摘出の被害の救済に関わる団体や活動家に聞き取り調査を実施した。聞き取り調査の
結果、2000 年代以降に障害種別と党派性を超えた障害者運動間の連携が進んだこと、旧優生保
護法に基づく優生手術に対する国家賠償請求訴訟の広がりなどにより、法曹界等の協力が得ら
れるようになったことが、法律の制定につながったことが示唆された。 
 
（3）障害のある地方議員 
障害のある地方議員については、その支持基盤や立候補に至るまでにキャリアを分析した。分

析の結果、①時期を問わず、障害のある地方議員の約 60～70％が、障害者団体や福祉団体での
活動を経て立候補に至っている、②ただし、約 30～40％は障害者団体等を経ずに立候補してお
り、2000 年代後半以降は政党の主催する政治塾や公募制の活用が広がっている、③2000 年代以
降、聴覚障害がある議員の割合や女性議員の割合が増加している、④障害者団体、福祉団体、労
働組合、自治会・町内会を主要な支持基盤である、という 4 点が明らかとなった。総じて、①こ
れらのキャリアや社会的属性の面で多様化が、障害者議員の量的増加の背景にあること、②障害
者議員の主要な支持基盤が障害者団体等であることは、障害者議員の多寡が地域の障害者運動
や市民運動の強さに依存する可能性があること、③いっぽうで、公募制や政治塾の活用が広がっ
ていることは、政党の取り組み次第で、障害のある候補者・議員を増加させ得ることを示してお
り、安定的に障害のある人々が議会へ参画するためには、政党による候補者の掘り起こし、選挙
支援、活動の支援が必要であることが示された。 
 
（4）障害のある国会議員 
障害のある国会議員については、以下の 3 つの分析課題に取り組んだ。すなわち、①戦後日本

ではどれくらい障害者が代表されてきたのか、②なぜ日本では障害者が過少代表されているの
か、③障害のある議員のなかでも、国会議員として典型的な前歴（地方議員、官僚、議員秘書な
ど）をもたない議員は、どのような過程を経て初当選したのか、である。 
分析の結果、以下の点が明らかとなった。まず、戦後日本の国会で障害のある議員がまったく

いない時期はないが、議員定数に占める割合はおおむね 1％未満であり、過少代表が常態化して
いることが確認された。これは、障害者は社会だけでなく、伝統的な政治コミュニティへの参加
が遅れており、これが障害者の議会への参加を遅らせているためである。また、障害者の政治参
加に関わる否定的な政治文化が観察され、それが障害者の過少代表につながっている可能性が
ある点も確認された。また、1990 年代以降には、障害者運動や市民運動の出身者が当選をする
事例がみられるようになった。この背景には、比例的な選挙制度と障害のある候補者を当選させ
るという政党の姿勢－たとえば、比例名簿での好意的な処遇、特定枠の活用、選挙資金や選挙運
動の援助、体調への配慮などを中心に合理的配慮の行き届いた選挙戦の展開－という条件が揃
っていた点が確認された。政党は党勢の維持・拡大やイメージ戦略の一環として必要があるタイ
ミングで、障害者というマイノリティ候補を擁立していた。 

 
以上 
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